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独 占的競争均衡 の 効 率 性

藤 井 栄 一

経済の運営に当って,競 争が独占や統制に比較 して,ほ とん どすべての面

です ぐれている,と い う考えはかな り定着 した。 しか し,実 証分析における

「完全競争」の仮定 とは違って,政 策的な問題において,「 競争的」経済とは

なにか,と い うことを具体的に検討す ることになると,そ の実質的な内容を

明瞭に確定することはず っと困難である。 と くに,や や広い意味での製品差

別に よるチ ヱンバ リソ的な独占的競争を どう考えるかとい う点で理解が対立

する。その結果,一 方では競争を望 ましい状態どみな しなが らも,他 方では

まさにその見解を受け入れることに よって,産 業における企業数がたとえ減

少 しても,実 質的には一そ う 「完全競争」に近い状態が達成 され ると考える

「過当競争論」の主張や,「 寡占体制」が資源浪費につながるとい うさまざま

な主張がなされることになる。純粋理論で仮定される厳密な意味での完全競

争が市場のすみずみ までゆきわたることは本来不可能であ り,少 な くども,
(1)

広義の製品差別化に もとつ く独占的競争が存在する。

以下の議論で,競 争理論においてあまりにもしば しばのべ られる完全競争

経済の最適性の主張が必ず しも正 しくないこと,ま た,製 品差別化にもとつ

く独占的競争の方が望 ましいことがあること,を 示 したい。 もっとも,「 競

争的」 とい う言葉のなかに 「独占的競争」を 含めて 理解す ることも 多いか

ら,「完全」競争が成立 しな くても,競 争的であれば,む しろその方が望ま
(2)

しい状態で ある こともあ る,と い うこ とを示 す ことに な る。

(1)し か し,だ か らとい って,競 争市場の仮定に もとつ く理論が現実分析として不

適当である,と 結論す ることは全 くの誤 りである.実 証分析における多 くの問題

に対 して,こ の仮定にもとついた理論が,十 分な近似解をあたえている.

(2)小 論 もまた差別化 された商品の一種であるから,競 争市場で読 まれ ると,す で

に一つ の事例が示 された ことに近いことになる.
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1.あ る生産物が 「完全競争」の条件のもとで供給される場合とチ ェンバ リ

ン的な 「独占的競争」 の条件のもとで供給され る場合の資源利用の効率性を

比較す ることが 本論の 目的であるが,こ の種の分析で 通常仮定され るよう

に,さ しあた り,[仮 定1]こ の産業(企 業群)に 属する企業の製品に対す る

需要曲線および企業の費用曲線はすべての企業にわたって同 じ型を していて
`企業間格差は 存在せず

,[仮 定2]他 産業においては 「完全競争」が支配 し

ている,と す るほか,さ らに,[仮 定3]一 人の消費者が この産業に属す る
くの

相異る企業の製品を同時に需要することはない,と 仮定す る。
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第1図 で,aは,こ の産業の他企業が,生 産物価格をPに 固定 している

場合に,こ の企業だけが製品価格を変化 したな ら,こ の企業の製品に対する

需要量が,ど のように変化するかを示す企業需要曲線であ り,Dは,こ の産

業のすべての企業が同時に価格を変化させた場合に,こ の企業の製品に対す

る需要量がどのように 変化するかを示す 需要曲線である。 仮定1の もとで

は,企 業数(す なわち銘柄数)が 変化 しなければ,産 業の生産物に対する需要

の弾力性は,Dの 弾力性によって示 される。 一企業を考えた とき,Dとd

(3)た だ し,[仮 定1コ の需要曲線の背後にある無差別無線が すべての消費者に関

して同一であることを仮定する必要はない.
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の定 義か ら,他 企 業 が 設定 す る価 格 に応 じて,dが シフ トし,無 数 のdが

存 在 す る こ とに な るが,AC曲 線 が 第1図 の よ うに な っ てい れ ば,E、 が 産 業

と企 業 の均衡 を 同 時 に示 す ことにな る。

完全競争 の もとでは,価 格 はP、 で企 業 の供 給 量 は9iで あ る。 した が っ

て,独 占的 競 争 均 衡 の も とで は,消 費者 は 少o一あ だ け 高 い価 格 を支 払 わね

ば な らず,企 業 も 「最 適 規模 」qiよ りも低 いg。 で稼 働 しな けれ ば な らず,

資 源 利 用 効 率 に も ロスが 生 ず る。 しか も,g・ 以外 の数 量 で は 企 業 の利 潤 が

マ イナ スにな る。仮定2に よって,MCが 機 会 費 用 を示 す の で,こ の企 業 の
ノ

生産量がg。 か ら一単位増加す る場合に 他産業で生産が縮小することに よっ

て失われる生産金額(純 国民生産)が90に おけるMC曲 線の高さmで 示さ

れ る。 これに対 して,こ の産業における追加一単位の価値は需要曲線が示す

ク,で ある。 したがって,経 済全体と しては 同一の数量 の資源を雇用 しなが

らも,こ の企業の生産量を一単位増加させれば,経 済全体として産出量の価

値がP、-mだ け増加することになる。 また,DとMCの 交点の数量 まで

生産を拡大すれば斜線部の面積(x企 業数)だ け生産量の価値が増加する。

ところが,企 業の利潤追求動機だけに 頼るな らば,g。 以外の生産量では

利潤がマイナスになるか ら,独 占的競争均衡がもっている資源配分上 のこの

ような ロス(お よびその一つの表現である高価格)を な くす ることができない,

という結論が得 られることになる。

政府な どの政策ない し干渉を導入すれば,価 格一限界費用 の関係を成立

させて,み かけ上の効率的な資源配分を 実現するのは 容易である。 たとえ

ば,価 格を 少、にするような価格統制を導入すれば,企 業の利潤はマイナス

にな り,こ の産業か らの企業のexitが 生 じ,企 業数減少によって,残 存企
くの

業 のaがE,を 通 る よ うに な る まで シ フ トす る。

(4)企 業 間の格差が まった く存在 していなけ れば.す べ ての企業 が一 斉にexitす

る ことにな ろ うが,確 率的 な要因を入 れた り,あ るいは企業者 の素質等 に僅かの

差 を認 め るな どの仮定をおけ ば,企 業数が 順次減 少す る,と 考 え る ことが で きる

よ うにな ろ う.

極端 な場合 には,企 業 数が1ま で減少 して も,ま だP1で は採 算が とれない ケ
ース も考 え うる,そ の場 合には,つ ぎに考 え るものに類似 の補助金 の導 入が必要

にな ろ う,
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このような統制が合理的に実施できる可能性は,経 験上,ま った く期待で

きないけれ ども,つ ぎの二 点 を 強 調 して お きた い。第一 は,こ の種 の統 制 が

資源の効率的な 利用とい うことだけで 正当視できるか どうかである。 これ

は,一 方では個人の価値判断に も依存するけれ ども,他 方では,こ のような

統制が資源の効率的な利用とは 無関係に,個 人 または 集団の利害対立の場

で,特 定の利益 のために利用 され,逆 に,資 源の効率性にマイナスの効果を

およぼす可能性について どの程度の危惧を もっているかにも依存する。 しか

し,こ の点 に つ い ては 立 ち入 らな い。第二は,こ の よ うな統 制 が,た とえ理

想 的 に何 らの ロスを 伴 わず に行なわれた と して も,そ れ が 真 の意味 で の効 率

的利用を可能にするものかどうかを吟味す ると,以 下にのべるように,非 常
(5)

に疑わ しいものであることが明 らかになる。

2.独 占的競争の背後に製品差別化が存在す るかぎり,各 企業の製品は完全

には同質ではな く,少 な くとも一部の消費者にとっては,そ れ らの間の無差

別曲線は直線にはな らない。 したがって,低 価格政策な どに よって企業数が

減少 し,産 業の 「合理化」が行なわれれば,政 策実施後 も存続することにな

る企業の顧客にとっては,製 品価格が安 くなるので有利であるが,こ の産業

か らexitす る企業の顧客にとっては,た とえ類似品の価格が安 くなっても
(6)

betteroffに な る と結 論 す る こ とは で きな い。 た とえ 「生産が続け られ る」

㈲ 製品差別の問題について,し ば しば指摘され ることに,差 別は単に見かけ上の

差であって,チ ェンパ リン的な独占的競争均衡は,む しろ消費者の無知に よるも
ので,企 業の広告競争は 資源の無意味な浪費であ り,統 制による企業数(銘 柄

数)の 減少 と企業規模の拡大は厚生を増加させる,と い うことがある.こ の主張
が正 しい場合 も例外的にはありうるであろ うが,普 通は 「消費者主権」に対す る

干渉でしかな く,と くに 《affluence》 に近づ くと差別化に対する需要が増加す

るようにみえる.見 かけ上の差異 とは何か,と い うことが問題にな るけれ ども,

しば しぽ,見 かけ上の差異 こそが,消 費が真に欲す るものである.

〈6}製 品差別化のなかには,単 に特定銘柄に固執す るとい うことだけでなく,地 域

独占が含まれてお り,地 域独占についても,そ れ以外の製品差別の場合に も,そ

れぞれの銘柄には特定の便益サービスが付随 している.こ れ らの場合に,製 品そ

れ 自体 と付随す るサー ビスとを別々に購入することが不可能であったり,き わめ

て不経済であ った りする.(小 樽の住民には東京都民が 日常の消費で受ける便益

を受けることができないし,そ の逆 も不可能である.多 くの消費が,こ のように
セッ ト消費の型を しているのであれば,た とえば都市化や地域性の喪失を単純に

批判することは妥当でない.)
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生産物については,す べてAC曲 線の最低点で,生 産されるようになったか

らといっても,生 産量がゼロであるような製品をも考慮に入れた うえでの資
(7)

源の利用効率が最適である,と い うことはで きない。 したがって,存 続企業

の均衡点がE。 か らE、 に移る場合に,こ の産業か ら脱落 してゆ く企業の製

品の顧客が残存企業の製品(あ るいは,他 産業の生産物)を 需要す るようになる

ことに よって,ど の よ うな 変化 が,そ れ らの 消費 者 の 「効 用」(あ るいは実質

所得)に 生ず るかを分析 し,そ れと,残 存企業の製品の価格低下の効果とを

比較 しなければな らない。

さ らに,統 制や政策をも考慮に入れれば,第1図 のE。 とElだ けが問題

なのではな く,そ れ以外にも,た とえば価格をPzに 統制 してお くが,適 当

な財源を求めることによってs企 業に補助金を支給 して,g、 を生産す る場合

に生ず る赤字を補填すれば,企 業数(銘 柄数)を 減少せずに,し かもE。 にお

け るよりも低い価格で製品が 供給されることになる。 この場合には,結 局

は,赤 字補填のための財源がどこに求められ,そ れが各消費者にどんな影響

をおよぼすかを考慮することに よって,純 効果が判断され ることになる。

この議論を今 日までの経済発展の成果の評価 とい う点に向ければ,つ ぎの

(7)単 に安い ことだけが 目的な ら,各 消費者が もってい る物理 的 ・生物的 ・心理的

な各種 の差 異を無視 して,た とえば 衣服につ いては(す べ て同一 サイ ズの)「 国

民服 」ない しは 「人民服」 だけ しか 着 られな い よ うに し,経 済学 も特定 の 「教科

書」以外 は研究 も教 育 も,ま た印刷 も,し な い ことにす れば,一 番安上 りに なろ

う.

な お,第1図 に おけ るEoとElと の比較 か ら,直 接 的に,g1-g。 の分 だけ遊

休設備が現 実に観 察 され ることに な る,と 結論す る ことはで きな い.チ ェ ンパ リ

ンの均 衡は長期均 衡の点 であ り,ACもMCも 長期 の費用 曲線 であ る.し たが っ

て,こ れ らの 曲線 を導 くにあた っては,固 定的 な生産要素 の数量 はゼ ロであ る.

せ いぜ いの ところ,E。 を通 る短期AC曲 線の最低 点 とE・ との水平距 離が,遊

休設 備 とよぶ ことにすれ ばで きる,と い う程度 の ことで あ る.し か し,そ れ さえ

も実 は妥当で はない,と い うのは,こ の よ うな費用 曲線 の もとで企業者 が追求す

る ことは90を 最低 費用で 生産 す る ことであ って,適 当 な規模 の設備を 作 った う

えで,そ れを100パ ーセ ン トに稼 動す る,と い うことではないか らであ る([50コ,

[15]).

チ ェ ンパ リン ・モデルの主要 な点は,固 定資 本設 備 に遊 休が発生す る,と い う

ことで はな くて,し い てい えば,"excessofallthefactors"と い うことであ

る([6コ)。
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ような点が指摘できよう。大量生産の発展は,一 方ではた しかに多数の消費

者に大量の財を利用す ることを可能に したけれ ども,現 実には技術進歩 とそ

れによるコス ト低下が具体的な生産活動 と結びついていることを考えに入れ

ると,ひ とたび大量生産むきの標準化 ・規格化が行なわれたあとでは,所 得

水準が高 くなって需要が多様化 した場合に,そ れに対応す る産業構造の再調

整が困難にな るとい うことを意味 している。

3.P-MCを 機械的に適用することができないため,さ かのぼって,消 費

の無差別曲線を最終的な基準に して,資 源利用の効率性を判定す ることが必

要になる。ただ し,こ こでは,需 要 ・供給曲線を用いた部分均衡論の形式で

の分析を用いるので,一 方では需要曲線 と無差別曲線との関係を,他 方では

機会費用を示す ものとしての限界費用曲線 と供給曲線を,こ の分析に有効に
(8)

な るよ うな形で吟味 してお くことが必要 であ る。

(9)

まず供給曲線について一般的に考察す る。産業の供給曲線は企業の行動を

もとに して導かれるか ら,供 給との関係で企業の行動の基礎になる費用曲線
く　の

の定式化か ら分析を始める。企業者が,何 らのコ ミットメン トに も制約 され

ないで,資 本設備,労 働,そ の他すべての生産要素の雇用契約を新規に行な

って,あ らたに生産活動を始めたな らば,産 出量の大 きさに対応 して,最 低

どれだけの金額の生産費を支払わなければな らないかを示す ものが 「長期」

費用曲線(LRTC,LRAC,LRMC等)で ある。 一般には,生 産者が負担す る運

送費,広 告費などの販売費 も生産費のなかに含める。 また,そ の企業者が他

(8)エ リス とフェルナー[9]に よって指摘 され てい るよ うに,ラ ンゲや ラーナー・・一一

に端を発す る 「社 会主義」計 画経 済論 のP=MC基 準 のMCが どの よ うな もの

かは不 明確 であ る.そ の一 つ の原 因は,産 業 と企業 の区別 が十分 でな くて,機 会

費 用 と競争 との 関係が 適切に分 析 され なか った ことに よる.

(9)以 下 の展 開は単一 の製品を生産 す る企業 の分析 に限定 す る.3～5の 説明は,

小 樽商大 な どに おいて 過去約10年 間に毎年お こな った 講 義の一 部であ る.3の
一部 に類似 した型 の説明は[26]に もみ られ る.

ω 後述 の よ うに,平 均費用お よび限界費用,と くに後 者の定義 は,ご く基礎 的な

ことであ りなが ら,過 去半世 紀の間 にかな り大 きな変化を受け た.さ し当 りは,

今 日,も っと も標 準的で あ ると判断 され るもの を基 準に議論を進 め たい.
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の職業に就業 した ときにえ られ る報 酬額 の うちの 最高額(す なわち,そ の企業

者の機会収入)も 含 め る。Going-concernと して の企 業 は,常 に,あ る程 度 ま

で,既 設 の資 本 設 備,雇 用契 約,そ の他 の コ ミッ トメン ツに 制 約 されてい る

か ら,ζ の よ うな条 件 の も とで の,生 産 量 と最 低 生産 費 との関 係 を示す 「短

期」 費用 曲線(さ し当 りはSRTC,SRAC)は 長 期 費 用 曲 線 よ りも下 側 に くる こ

とはない。

この よ うに断言す ると,現 実 の経 済 で は,新 規 事 業 こそ,資 本 の借 り入 れ

コス トにせ よ,原 料 単 価 に せ よ,製 品販 売 コス トにせ よ,不 利 で あ っ て,既

存 企 業 が有 利 な 立場 にあ る,と 反 論 され るか も しれ な い。 この反論に対 して

は二 つの点を明確に してお くことが必要であ る。第一に,こ こで 問題 に す る

の は,種 々の 「しが らみ」 と と もに 「経験」,「のれ ん 」,「コネ」 を もっ てい

る既 存 企 業 と新規参入企業を比較 してい るのでは な く,同 一一企 業 が,コ ミッ

トメン ツに拘 束 され る場 合 とされない場合 の コス トを比較 してい る,と い う

ことで あ る。 第 二 に,そ れ に もか か わ らず,新 規 に契 約 す るな らば高 い価 格

を 支払 わなければな らない生産要 素が,過 去 に安 く契 約 され て い る とか,創

業 費 な どの理 由 で,長 期 費 用 曲線 が示 す生 産 費 の方 が短期費用 曲線 で示 され

る もの よ りも高 くな るよ うに見 える場 合があ る。 この場合で も,長 期 費 用 曲

(1D

線 と しては,新 規契約の場合の金額を用いる。ただ し,既 存の契約などにも

とついて 計算され る 「生産費」は,も はや 「短期」費用 を 示す ものではな

く,長 期費用 との差額は別な費用項 目のなかに入 り,短 期費用の一部になる
(12)

だけで,短 期 費 用 の総 額 を示 す もので は ない,と 考 えた 方 が 妥 当で あ る。

この よ うに,何 らか の コ ミッ トメン ツの も とで の,生 産 量 と最低 費用 との

関 係 を示 す ものが短期 曲線であ るか ら,ど の よ うな コ ミッ トメン ツが条 件に

な ってい るかで,無 数 に 多 くの 短 期 費 用 曲線 が 導 かれ ることにな る。た とえ

㈹ 「既存契約などを継続させる」こと自体を新規計画の場合に採択できる一つの

手段とすれば,や は り長期費用の方が短期費用 より高くなることはない,と い う

ことも云えるが,そ のような解釈はと らない,

㈹ 有利な短期契約をもっている企業者などが,そ の差額に対す る請求権を持つ こ

とになる.
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ば,「 資本設備」の数量をある一定 の大 きさに しておいて,他 の要素の数量

が(長 期曲線を導く場合のように)完 全に 自由に選定できるとすれば,そ れで一

本のSRTCが 得 られる。 資本設備の数量を変えて 同様の手続 きを経れば,

別なSRTCが 得 られ る。これ らか ら,そ れぞれに対応す るSRACやSRMC
ロの

が導かれる。

以下では,短 期で数量が変化できないような要素を資本Kと よび,資 本
(14)

以外の要素を労働 五 とよぶ。 ただ し,こ こで,数 量が変化できない,と い,

った場合に実質的に意味 され ることは,現 実に生産 プロセスに投入する量が

一定である,と い うことではな くて,実 際に使用するか否かにかかわ らず,

その数量に 対応する 報酬を 支払わなければな らない,と いうことだけであ

る。なおまた,生 産活動の遂行に当って企業者が購入す るのは,資 本や労働

の生産的サービスのフローであって,ス トックと しての資本それ 自体や労働
くロの

者 ではな く,生 産 費 に算 入 され るのは,サ ー ビスの価 額 で あ る。 生産 費 の金

額 とい う側面 か らみれば,資 本 の生 産 的 サ ー ビス の価 額7Kお よび労 働 の生

産 的 サ ー ビス の価 額 ωLだ けが 問 題 な ので あ っ て,rや ω を別 に して,K

やLの 具体 的 な 内容 が ど うで あ ろ うと も,rKや ωLが 与 え られ れ ば 生 産

費 は確 定 す る。 これ に対 して,生 産 要 素(イ ンプッッ)の 数 量 とそれ か ら得 ら

れ る生 産 物(ア ゥ トプッ ト)の 最 大 量 との間 の 関 係 を示 す 生 産関数

x・F(KL)

に お い ては,KやLの 具 体 的 な形 態が 重 要 に な る。 も しKの 大 き さを単

に金 額 と して あ た え てお く(し たが ってrは 支払利子率 として考える)な ら,短

⑱ 一定に保たねばな らないのは資本等ばかりでなく,た とえば労働協約などで労

働雇用量が制約条件になっている場合にも,そ れに 対応 した 短期曲線がえ られ

る.た だ し,す べての生産要素の 雇用量が一一定ならば,生 産物の数量 も変化せ

ず,費 用曲線は一点に収縮す る(あ るいは,す ぐのちにのべ る解釈を とれば垂直

線になる).

ω さらに細か く,他 要素を雇用する要素 としての 「企業者能力」と雇用される要

素としての労働に分類することも可能である.資 本は労働とともに雇用 される要

素である.

㈱ もっとも一生産期間の うちに完全にフローになってしまうような原料などは,

ス トック自体 とフローを区別する必要がない.
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期で も,雇 用 労働 量Lの 大 き さが 変化 す るに つ れ て,Kの 具 体 的 な 内 容

が,た とえば 大 型 トラ ック10台 か ら 中型 トラ ック15台,小 型 トラ ッ ク20

台,と い うよ うに,変 化 す る こ とを 許 した 方 が,大 型 トラ ッ ク10台 を 一 そ

う多 くの 労働 者 が 利 用 す る場 合 よ りも生産物 の数 量は大 き くなろ う。 いいか

えれば,「 短 期」 の 内容 と しては,単 にKの 大 き さを 一 定 とす る場 合 と,そ
(16)

の外にさらにKの 具体的な構成内容まで 一定 とする場合とが存在す る。 特

定の構成をもった一定の大 きさの資本Kが あたえ られていると,実 際の生

産 プロセスに投入するLの 大きさを変えることが 不可能である場合,す な

わち,一 ・定の仕様を もった設備には一定量の労働 しか利用できず,そ の意味

でexlbostで は生産係数(珂xお よびL/x)が 固定されて しまい,労 働 と資

本の代替がほとん どできない場合 も十分考えられる。 この場合には,SRTC
(17)

は非常に急な勾配を もつ ことになる。

なお,KとL以 外に 「企業者能力」を別な要素 として考えることも可能

であろ う。 これは,生 産活動が行なわれ るかぎりは一定量だけ雇用されると
C8)

い う性格 を もってい ると考 えることが で きる。

イン プ ッツが2種 類 の場 合 の生 産 関数 を 図示 す る典型的な ものが等量 曲線

であ る。Kの 具 体的 内 容 の変 化 を どの程 度 許容 した期間を背後に考えてお く

かで,曲 線 の形 が 異 って くる。 さ らに,イ ン プ ッツの市 場 で 競争 的 な企 業 を

⑯Kの 構成内容をかえずに,Lの 増加に伴 って,た とえば比例的に,Kの 大 き

さも変化 させ(す なわち,長 期的な調整を想定 しておき),こ れによって生ず る

生産物の価額の増加分から,κ の大 きさの変化に よって生ず るコス トの増加分を

控除 して,五 の増加が引きお こす生産物価額の増加分を,「 純」限界生産力 とし

て計算す る方式をとる試みも可能である.

㈲ κの具体的な型態 こそが 「短期」を規定するものであって,流 動的な資金の形

になっているな らば,む しろ 「長期」と考えてさしつかえないかもしれない([42]一

および[56⊃.た とえ,時 期的に繰 り上げて返済す ることによってコミットメソ

トを解除することができな くても,資 金市場が競争的な ら再貸付が可能であ り,

もし,利 子率に差があ ったとすれば,そ れによって生ず る利子金額の差はその企

業者のwindfallprofit(ま たは10ss)に なるにすぎない.

㈱ 企業者 としての収入が機会費用を超過する分は企業者の準地代になる.生 産関

数において,企 業者能力も一つのイ ンプッ トとして取扱 うことも可能であるが,

あるいは,Fの 型態を規定する要素 として作用するという解釈をとった方が便利

な場合も多い.
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考 える と,要 素 価 格 は 市場 で 与 え られ,一 定 金額Cで 購 入 で き る イ ン プ ッ

ツの数量の組み合わせは,

C=・wL十r、K

であた え られ る,と 考 え る こ とが で き る。 あ るい は,一 ・そ う細 か くい えば,

た とえ競 争 的 で あ った と して も,要 素 の購 入 に あた って,一 種 の半 固 定 費的

な費用項 目を上式の右辺につけ加えて

G=zvL十rK十cc==constan七

(19)

と しておいた方が都合 のよい こともあ りうる。

等量曲線 と等費用直線 との接点の軌跡が,長 期生産拡張線(LRPE)で あ

㈲ た とえば電 力を購 入す る際 の基本料 金や若 干の人件費 な ど.イ ンプ ッツ市場 が

す べて厳密 な意味 で 「完全競 争」で あれば,こ の よ うな半 固定費が存 在す る余地

が な くな る,と い う 議論を す る ことも 可 能であ る.し か し,多 くの問題 に対 し

て,こ の よ うな厳 密な意味 での競争概 念を適用す る ことが有 用であ るか どうかは

疑 わ しい.

このcを 導 入す るこ とに よ り,オ イ ラーの定 理(Exhaus七ionTheorem)や

分配理論 との 関係 で問題が 生ず る ことは避け られないが,生 産関数 につい ての一一一

次性 の仮定 と企業 者能 力が果たす積 極的な役割 を吟味 しなが ら,理 論 構成 の二部

を組 み立 て なおす 方 向で分 析を進 めた方 が産業 と企業 の関係をみ てゆ く場 合 に一

そ う有効な ア プ ローチにな ろ う.
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る。 これ か ら,XとCの 関係 を別 個 に抜 き 出 して示 す と第3図 の 長期 総 費

用 曲線(LR1℃)が 得 られ る。rや ω の 変化 は等 費 用 直 線 を 変化 させ るので

生産拡 張線 も総費用 曲線 も変化す る。 と くに,rま た は ω が 高 くな る と,

等 費 用 直 線 が 内側(原 点に近い方向)に シ フ トす る ので,LRTCは 上 方 に シ フ
(20)

トす る。

KrKの 短 期 で は,コ ス トの うちrKが き ま っ て しま って い るの で,費 用

を 最小 にす るた め に はLの 大 き さを 最小 に しなけ れ ば な らない。 したが っ

て,短 期 生 産 拡 張線(SRPE)はL軸 に平 行 な直 線 で 示 され る こ とに な る。

短期 の費用 と産 出量 の関係は,そ の水 準 のXを 示 す 等 量 曲線 がSRPEと 交

る点 を通 る等 費 用 直 線 のCの 大 き さで示 され る。 等 量 曲線 が 原 点にむか っ

て凸にな ってい るか ら,同 一 の大 き さのXに 対 して,SRTC≧LRTCで あ

⑳ 生産 関数が 一次同 次で しか もc=0な らLRPEもLR7℃ も原点 を通 る直線 に

な り,AC=MCで,こ れ らは水 平 な直線 すなお ち,(企 業にか んす るか ぎ り)
constantcostに な る .LとKに 半固定費項 目が含 まれて い ると,そ れ らとw

お よびrと の関係 で,ア ウ トプ ッ トXの 大 きさに応 じて一方 の イ ソプ ッ トを全

く使用 しない,と い うことも生 じ.LRPEやLRTCが 折 れ線に な る場 合が発 生

す る.イ ンプ ッツが多種類 あ る場 合には,Xの 変化 に応 じて最小 の費用を実現 す

るイ ンプ ッツの組み 合わせを 求め る ことが かな り複雑にな る.
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(2D

る。LRPEと5RPEと の交 点に おい て の み 等式 が 成 立す る。 したが って,

K-・Kの 場 合 のSRTCをLRTCと 同一 グ ラ フに 示 せば,X=・X2の 点 で

SRTC・-LRTCで あ るが,X≠X2で はSRTC>LRTCで あ り,両 曲線 と も

ス ムー ス な ら,X-X2で 両 曲線 が接 す る。 した が って,こ れ らを単価 の グ

ラ フに書 きか え ると,第4図 の よ うに,SRACとLRACは 包 絡 線 の関 係 に'

(22)(23)

な り,SRACとL・RACが 接 す るXの 値 でSRMCとLRMCと が 交 る。

AC

MC

o

第4図

、

MC

0

第4'図

MC'

X

なお,こ こで用いている限界生産費MCの 定義は7℃ 曲線の勾配
(24)

で あ る 。 ま た,第3図 のXmで 示 され る よ うに,ACの 最 低 点 でAC・=MC

で,第4図 で,こ の 関 係 は 短 期(SR)に つ い て も 長 期(LR)に つ い て も成

⑳ た とえば,X、 を 生産 す るための 長期費用 はCiで あ るけ れ ども,短 期費用 は

Xlの 等量 曲線 とSRPEと の交点(す なわ ち 短 期最適点)α を通 るc、'で 示 さ

れ,C、'はClよ りも外 側に あ るか らCt'>Clで あ る.

鋤LRACがSRACの 包絡線 として求め られ る,と い う言葉 の意味 は,そ れ らを

別 々に求め ると,単 に結 果 と して,LRACがSRACの 包絡 線に な る,と い うだ

け の ことにす ぎない.

㈲ 包絡 線で あ るか ら,LR・4Cが 右 下 りの部 分,す なわちdecreasingcostの 企

業 では,あ る一 定量 の生産 を行 な うに 当 って,い わ ば大 きめ の設 備を設置 して低

率 稼 動 した方が,そ の 生産 量を最 適規模 とす るよ うな設備を設置 して フル稼 動す

る よ りも有利 にな る.increasingcostの 企業の場 合には,反 対に な る.

⑳ 注10を み よ.
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立す る。

4.こ のように して 導かれ るMC曲 線の,長 期 ではAC曲 線,短 期 では

AVC(平 均可変費用)曲 線との交点よりも右上の部分が,生 産物の市場でも競

争的である企業の生産物供給曲線を示すことになる。 しか しなが らここで,

この企業の生産規模が生産物価格にも生産要素価格にも影響 しないとい うこ

とが競争条件に よって 仮定 されていることに 注意する 必要がある。 企業の

供給曲線を導 く場合には,他 企業についてはceterisParibusが 仮定されるか

ら,産 業の分析 とい う点か らみるな らば,そ れ 自体 としては,ほ とんど意味

がない。産業の供給曲線を考える場合には,他 産業についてはceterisParibUS

であるが,こ の産業のなかのすべての企業にとって,生 産物価格が変化する

か ら,こ れ らの企業が生産量および要素雇用量を変化させ,そ の結果,要 素

価格が変化す ることになる。経済全体の中で,こ の産業におけ る雇用量の割

合が非常に小さいような要素に対 しては,価 格が変化 しない,と 仮定できて

も,こ の産業に特有な生産要素の価格変化は無視で きない。た とえば,短 期

においては,こ の産業に特有な資本設備の限界生産力は,他 の要素の雇用量

が変化す るので,変 化 し,企 業間の競争によって,資 本設備のサービスの価

格が変化する。産業の生産量が拡大す ると,こ の産業への要素供給曲線の供

給の弾力性が 無限大でないかぎり,要 素需要曲線の 上方への シフ トによっ

て,価 格が上 り第3図 のTC曲 線が上方にシフ トす る。 この産業に特化され

た生産要素に関 してい うな らば,要 素の供給曲線は垂直で,需 要の増加はそ

の準地代を高め,た とえ例外的な企業が従前通 り.の生産量を続ける場合でも

要素価格の変化に より,最 適な要素の組合わせ も,費 用曲線も変化す る。

このように して,生 産物価格が,そ の産業のすべ ての企業にとって変化す

る場合(す なわち,産 業の供給曲線を分析するとき)に は,費 用曲線等は要素価格

の変化をも考慮に入れた ものでなければな らない。 これを 企業のMC曲 線

を用いてあ らわせば,シ フ トするMC曲 線の各均衡点の軌跡と しての,第

4'図 のQSで ある。 これは フリー ドマンが準供給曲線(quasi-supplycurve)
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(25)

とよんだ ものである[11]。

以上のような型で供給曲線を分析すれば,供 給価格の(数 量増加にともなう)

上昇の内容は,つ ぎのように分類されることになる[9コ 。

(1)固 定要素 ・可変要素の 価格が 一定であっても,可 変要素に 関 して限

界生産力逓減が 作用することによって 物的な 生産係数の 値,た とえば

L/X・ が大きくな り 生 ず るコス トの増加分

② 産業全体と しての雇用量が増加するような可変要素の数量が増加す る

ので,産 業全体と しての雇用量が一定であるような固定的生産要素の相対量

が減少 し,そ の結果,こ のような固定的要素(す なわち,産 業に特化した生産要

素)の 限界生産力が逓増 し,企 業間の競争に よって,そ のサービスの価格(地
(26)

代または準地代)が 増加す るために生ず るコス トの増加分

(3)可 変的生産要素を他産業か ら,こ の産業に移転す るためには,そ の要

素が他産業で受け とっていた価格 よりも一般に高い価格を支払わなければな

らない(す なわち,こ の産業に対する要素の供給曲線が一般に右上りになっている)こ

とか ら生ず るコス トの増加分

ここで用いている限界費用の定義 すなわち,生 産数量の増加による総

㈲ ここでは,要 素価格の 騰貴に よる外部不経済だけを 考慮したが,こ れ と同時

に,要 素を供給する部門において内部経済があれば,外 部経済 も存在 しうるし,

また,一 そ う直接的な技術的外部経済 ・不経済をも考えに入れることが可能であ

る.消 費の場合に,家 計需要か ら市場需要を導 くにあたっても,外 部性を考慮に

入れれば,個 別(家 計)需 要曲線のシフ トを考慮す る必要が生ずるが,そ の処理

も供給の場合 と同様に可能である.準 供給曲線は,い わば,産 業の供給曲線の ミ
ニァチャー版であって,産 業における平均的な外部性を組みこんだ関係であり,

そのまま,需 要曲線 とペアに して,市 場の分析に利用することができることにな

る.

㈱ なお,3の は じめに記 したように,個 々の企業に特化された要素 としての企業

者能力への支払は,コ ス ト計算においては,そ の機会収入を用いることに してい

る.し たが って,こ のか ぎりにおいては危険負担がない確実性が支配する状況の

もとでも企業者利潤の存在の可能性を許すことになる.た だ し,生 産関数のなか

に,企 業者能力を も変数 として入れ一 しかし,そ の大きさを変化させ る必要は

全 くない～ その生産関数が一次同次である,と 仮定すれば,企 業者の収入は,
その限界生産力の価値に等 しい ことになり,限 界生産力の価値 と機会収入 との差

額が企業者 レソ ト(準地代)に なる.な お,収 穫逓増 ・逓減は,Lawofvariable

proportionsで あって,あ る要素の 数量が 実際に 変化で きるかできないかとは

無関係である([5コ,[50⊃.
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費用 の増加分 の もとでは,費 用逓 増 の原 因 は これ らの三 種 に分類で きる

が,限 界費 用 の も う一 つ の定 義 と して,マ ー シ ャルや ピグ ーに お い て おそ ら

く想定 され ていた のは,限 界一 単 位 め生 産 物 を生 産 す るため の(生 産要素の)

費 用 で あ って,こ れ らの二 つ の定 義 の違 いはintra`marginalな 生 産 物 の コ

ス トの変 化 分 で あ る。 まず,一 企 業 につ い て見 て も,固 定 要 素 の存 在 に よ っ

て,生 産 量 を一 単 位増 加 させ るた め に必要な主要費用は,生 産 係数 の増 加 の

た め 増 大 す る。 しか も,単 に追 加 的 一 単 位 のた め の係 数 値 だけが変化す るの

ではな く,生 産 量 全 体 に わ た っ て(お そ らくは微少であるが)変 化 す る。 同 様 に

して,要 素価 格 の変 化 に よ って も,生 産 物 の限 界的 一 単 位 の主要 費用 だけで

な く,生 産要 素 の 全量 に対 して,新 しい単 価 を 支 払 うこ とか ら,生 産 物全 量
く　わ

につ いて単位 コス トが変化す る。

したが って,第 二 の定 義 で の 限界 費用 の概 念 は,産 業 の供 給 曲線 との 関係

で考 え るな らば,intra-marginalunitsに 関す る変 化 を どの程 度 まで 取 り入

れ るかに よって,つ ぎの よ うに 分 類 で き る。

(i)す べ て の可 変 的 な要 素 がconstantpriceで 供 給 され て い て,固 定 的

要 素 も(た とえば取得原価や,一 定金額の機会収入な どで)同 一 費用 で 評 価 して,生

産 物 の限 界 一 単 位 の コス トを 求めて得 られ る限界費用を図示 した曲線。 この

場合 には(生 産物一単位当 りの)平 均 固定 費 は 生 産 量増 加 に伴 って逓減す るが,

生 産 係 数 が 変 化 す るの で,通 常 は σ 字 型 に な ろ う。 た だ し,in七ra-marginal

unitsに つ いて ど う 考 え るか で2種 類 の 曲線 が 描 か れ る こ とに な る。 第1

は,そ れ を 無 視 して,全 くmarginalunitだ け を見 て,そ の コス トを 計 算 し

た もの で あ り,そ れ は,限 界 費 用 の第 二 の定 義 か ら,平 均 費 用 を示 す こ とに

(28)

な る。 こ の 意 味 で 《限 界 費 用 曲 線 と平 均 費 用 費 線 が 一 致 す る 》 こ と に な る。

⑳%個 生産す る場 合 の平均 単価を ∫@)と おけば,第 一 の定 義に よる限界費 用 は

(n+1)f(n+1)-nf(n)で あ るのに 対 して,第 二の 定 義ではf(n+1)で あ り,

両者 の間の差異 は,n[f(n+1)一!@)]で,こ れがintra-marginalな 生産物 の

コス トの変 化分 であ る.

㈱ 注27の 記 号でい うと,f(n)あ るいは 同 じことであ るが ノ@+1)が ここで い

う限 界費用 で あ る.
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(29)

第2は,総 費 用 の変 化 分 の 全額 を 最 終一 単位 に帰属 させた ものであ り,限 界

生 産 費 の(c・nstantfact・rpricesの もとでの)第1の 定 義 と同 じもので あ る。

(ii)生 産 係 数 が 不 変 で あ る と仮 定 した場 合に,こ の産 業 へ の各要 素 の供
くコの

給曲線が右上 りであることを考慮 して得 られる限界費用の曲線。 この場合に

も,平 均費用を示す ことになる限界費用の曲線 と第1の 定義と同 じものにな

る曲線 との2種 類のものが求め られることになる。

個々の企業 の決定とい う視点か らみるな らば,競 争的企業においては,必

ず価格が 「限界費用」に等 しくなるように生産数量を決定す る。 しか しなが

ら,産 業の生産物に 対する需要が増加(す なわち,右 下りの需要曲線が右上の方

向にシフト)した場合には,た とえ個 々の企業がその企業にとって所与の条件

のもとで得 られている限界費用曲線で示 されるような数量を産出量 として決

定 しようとしても,与 件そのものが変動 し,数 量の再調整が必要にな り,そ

のような 再調整がさ らに与件を 変化させ る,と い う継続的な プロセスを経
く　 ラ

て,産 業 と企業の最終的な均衡が達成される。個々の企業について,ま ず可

変的要素に関 して,収 穫i逓減が作用する,と い うことだけか ら,供 給価格が

逓増す るが,そ れに加えて,産 業に関 して固定的な要素の準地代が増加する

ことによって 供給価格が逓増す る。 さ らに,こ の産業が 存在 していなけれ

ば,こ の産業で雇用され る各可変的要素は他産業に雇用 されて,そ れぞれ特

定水準の価格 と収入を受けとっていた筈であ り,そ の水準が,こ の産業にと

っての各要素の機会費用になる。 ところが,こ の産業が拡大す るにつれて,

そのように して決まる機会費用を支払っただけでは,そ の要素をさらに,こ

の産業に移転 させ ることはできず,一 そ う高い価格を支払わなければな らな

⑳n[ノ(n十1)-f(n)コ 十∫(n十1)

㈲ 特殊な場合 として,こ の産業への要素供給曲線が右下 りになっていてもかまわ

ない.な お,産 業に特化された生産要素が存在 していて,そ の供給 曲線が垂直で

あることを,こ の項 目の中に含めて考える.

鋤 均衡の安定性の問題は本論では取扱わないので,こ の過程に よって新 しい均衡

が達成される,と 仮定する.な お,フ リー ドマ ンが指摘 しているように,企 業 と

産業 との関係について詳細に吟味し,産 業の供給 曲線がたとえば右下 りになる原

因を外部経済などに求めるならば,ワ ルラス的な調整過程 とマーシャル的な調整

過程を対立的に理解することは誤 りである([11⊃.
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い,と い うのは,他 産業における雇用量の減少にともなって,他 産業の生産

物の数量が減少 し,こ れに対 して,こ の産業の 生産物の数量が 増加するか

ら,他 産業の生産物価格が相対的に騰貴 し,そ のため,そ れ らの要素の他産

業における限界生産物の価値が相対的に上昇するか らである。(な お,そ のほ

かに,他 産業で相対的に減少することになる可変的要素の物理的限界生産力が逓増する

ことも作用する。)こ の意味では,こ の産業の産出量が増加 し,し たがってこ

の産業における各要素の雇用量が増加するに伴って,各 要素の(上 とは異った

意味での)機 会費用が逓増 し,そ れに見合った価格を 支払 うことが 必要にな

る。 しか し,高 い価格は,単 に限界的な一単位の生産物に必要な要素に対 し

てだけ 支払われるのではな くて,す でに この産業に 雇用されているintra-

marginalな 分に対 しても支払わなければな らない。 この産業め生産量がゼ

ロ(要 素雇用量もゼロ)の 場合の可変的な 各要素の(他 産業における)価 格を新

しく 「機会費用」 と定義 し,こ の産業の生産量が実際にはゼロでな'い均衡状

態において成立する要素の価格とそれ らの 「機会費用」 との差を各可変要素

の 「準地代」 とよぶ ことにする。

第5図 は,任 意の可変的要素に

ついて,準 地代の様子を示 した も

のである。 原点0か ら右に 向っ

て,他 産業におけるこの要素の雇

用量をはか り,曲 線QP'は 他産

業における限界生産物の価値を示
(32)

す 。 ま た,原 点0'か ら左 に 向 っ

て,こ の 産 業 に お け る 雇 用 量 を,

Q'Pワ は,

Ω

E

P

0-一 →

9'

Et

Pノ

この産業で の限界生産物 の価値 を示す。

はO'P'・=OPで あ りこの産 業 に おけ る均 衡 雇 用量 がO'Xで あ る こ とに よ り

X←0'

第5図

うえの定義での機会費用

(3Z可 変要素が複数種類ある場合にはQP'お よびQ'P"は 単純な限界生産力価値

の曲線ではなく,他 の可変要素の数量をも,最 低生産費を実現す るように変化さ

せなが ら,00に 示 した要素を配分 した場合に生ずる限界生産力の価値を示す.
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生ず る準地代率はPE・=EtP・,他 産 業 で 生ず る準 地 代総 額 はABEPの 面 積,
くオお

この産業で生ず る準地代総額はABE'-P'の 面積で示され る。

このように して,可 変的要素の準地代の増加が,収 穫逓減 と固定要素の準

地代増加による コス ト増加に 加えて,生 産物の供給価格の 逓増の原因にな

る。 したがって,産 業の供給曲線 と しては,ま ず,(こ の産業における固定要素

をも含めて)各 要素をOPに 対応する,こ の産業の生産量 とは 無関係な一定

値をとる 「機会費用」で評価 した うえで,第 二 の意味での(す なわち,限 界一

単位の生産物を作るために必要な要素の金額の合計として)限 界費用を計算 してお

き,つ ぎに,限 界一単位に対応する(固 定および可変要素に支払われる)準 地代

を順次加えることに よって求め られ る。 この産業の供給曲線によって,こ の

産業でインプットとして利用され る各要素が他産業で雇用されて生産物を生

み出すために用い られたな らば,ど れだけの価値がそこで生産 され るかを示

す。

したがって,需 要 曲線と供給曲線 との垂直距離は,各 要素が この産業に雇

用されることに よって生ずる余剰を示すが,そ の うち,需 要価格を超過する

分については次節で示すように,一 定条件のもとでは消費者余剰 としての意

味を もつ。他方,市 場価格と供給価格の差は,こ の産業において生産が行な

われるとい うことに よって,要 素の価値が増加する分を示す。 このように し

て,需 要曲線 と供給曲線とタテ軸で構成され る三角形は消費者余剰 と生産者

余剰に分割 され ることにになる。

5.需 要 曲線 を 用 い る伝 統 的 な 消 費 者 余剰の概念に対 しては,多 くの批 判 が

向け られ て,概 念 それ 自体 も,ま た,そ れ が 経 済 分析 に お い て 果 たす 役割

について も疑問視 され る傾 向が 一 般的にな って きた よ うにみ える([18],第

1版)。 こ こで は,三 角 形 の面 積 で 示 され,し た が って,そ れ 自体 と して は,

㈱ この過程で、他産業における固定要素が受けとる準地代は,可 変的な要素の雇

用量が減少することから固定要素の相対量が増加するので,一 般には,減 少す

る.
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はっきりとした金額 としての単位を もっている消費者余剰を,単 なる順序付

けを中心に導出される無差別曲線図表と連結 し,消 費者余剰 の概念を厚生判

断に利用す るための条件を別な型で明確にす ることを試みる。

このためには,
(34)

が便利 であ る。

ま ず,一 種 のt`all・ ・or-nothing"需 要 曲 線 を 考 え て お く こ と

任 意 の 消 費 者 の 任 意 の財 に 対 す る"αll-or-nothing"需 要 曲

線は,そ の消費者の所得 および その財以外の 全ての消費財の価格が一定で

あ る場 合に,そ の財 の あ る数 量 を購 入 して も,そ の消 費者 がbetter-offtl=も

ω07se-()fftleもな らない よ うに単 価 を定 め た ときに得 られ る数量 と価格 の関係
ぴ

1

ノ

ノ"

xi

第6図

(30"all-Or-nothing"需 要 曲線 とい う言 葉 はFriedman[11コ に よ った し,ま た,

こ こで 定 義 す る概 念 の 内容 は,Friedmanの もの と 同 一 で あ ろ う と 思 うけ れ ど

も,そ れ を 利 用 して 得 られ る 結 論 に は 違 い が あ る よ うに 思 わ れ る.た だ し,

Friedmanは 短 い 説 明 しか あ た え て い な い の で 詳 細 に 吟 味 す る こ とは 困難 で あ

る.な お,HendersonandQuandt[18]第2版 が"Completelydiscriminated

demandcurve"と よん で い る もの と対 応 す る.[追 記:本 論 が ほぼ 書 き終 わ っ

た 時 点 に お い て,早 見 教 授 か ら,Friedmanが"all-or-nothing'・'需 要 曲 線 に 関

連 した 図 版 を 新 しい版 で は 書 き 変 え て い る 旨 の 教 示 を うけ た.し た が って,結 論

の違 いが な くな って い れ ば,Friedmanの もの と同 一 で あ る.コ
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を示す 曲線であ る。 第6図 で い うな ら,所 得1をX1以 外 の財 だ け に 支 出

した と きにUが 達 成 され るの で,X1をxtだ け手 に 入れ るの に αα'の 長

さで 示 され る 金 額 を 支 出 す れ ば,better-()ffV=も ωorse。offil=も な らな い 。 し

たが って,x1に 対応 す る価 格 は αα'をxlで 割 れ ば 求 め られ,そ れ は α と
(35)

1と を 結 ぶ 線 分 の 勾 配 で 示 され る。x1を 変 化 さ せ る こ と に よ っ て,`'all-or一

nothing"需 要 曲線 が 得 られ る。xlを 購 入 す るの に,通 常 の条 件 の もとで は,

少、が す な わ ち α'と κ との距 離 で 示 され る金 額 を 支払 うのに対 して,"α"一

or-nothing"の 選 択 に せ ま られ た よ うな き び しい 条 件 の も と で は,α'と α の

距離 す なわ ち,P2xiま で は支 払 う。 い いか えれ ば,通 常 の条 件(競 争市場)

の も とで,ρ 、の市 場 価 格 の と きに 例 の数量 を購 入す ることに よって,α と

万の距離で示 される金額の分だけの 消費者余剰を うけ とって いることにな

る。 これ は,第7図 の需 要 曲線 で い えば,(lb、-Pi)ガ す なわ ち,四 角形 の 面
(36)

積 で示 され る。

も しも,三 角 形P、 βrと 三 角 形 δ1δ2γの面 積 に大 差 が なけ れ ば,四 角 形 の

9
㈲ この よ うに して,"all-or-nothing"需 要 曲線は,constantutilityを 条 件 に

して得 られ る需要 曲線 とい う意味 で,「 代替効 果」 を 表示 す る需要 曲線 であ る.

これが,同 じく 「代替効果」 に もとつ いた 「フ リー ドマ ン の マー シャ リア ン需

要 曲線 」(FMD)と 異 るのは,FMDを この よ うな"all-or-nothing'㍗ こ適用すれ

ば,"nothing"し か需要 しない場合 を 初期条件 に してえ られ る 「所得 効果」 を

lump-sumtaxで す いあげた ときに 生ず る需要 量をFDMが 示 す のに対 して,

この"all-or-nothing"需 要 曲線 では,価 格が 下 落 した ときに,上 位 の無差別 曲

線が 原点に 向 って凸に な ってい るために生ず る一種の 「所得 効果」 を逆 に価格騰

貴 だけ に よ ってす いあげ るこ とにす るな ら,ど の よ うな単価 にな るかを示 す,と

い う点であ る.

㈹ この よ うに して導 かれ た消費者余剰 の金額は,こ の消費 者が,あ たえ られた所

得 の もとで,競 争市 場 におい てXlをxlだ け需 要 してい る場合 に,も しもx1

を 消費す る ことを禁止 され たな らば,ど の よ うな大 きさの所得 金額 の削減を うけ

た ことに同等に な るか,を 基 準に して求めた ものであ る.こ れに対 して,は じめ

にxtの 消費 を禁止 され ていた 消費 者が.価 格P,の もとでxtだ け 消費 す る こ

とが可 能にな った ことが,ど れ だけ の大 きさの所得 金額 の増加 に相当す るか,と

い うことを基準に して測定 す る ことにすれば,消 費者余剰 は1'1の 距離 で示 され

る ことにな る.無 差 別 曲線 図が特 殊な性質(所 得 の限界効用一定)を もっていれ

ば,1'1=X.rに な って,ど ち らの方 式 で測 って も,消 費者余剰 の大 きさが等 しく

な るが,一 般的に は この よ うな関係は成立 しな い..た だ し,両 者 の差 は,消 費

者余剰 の大 き さそ の ものに 比較 すれば,む しろ 無 視で きる程 度 の 大 きさであ る

(Hicks[21コ,Machlup[36]).
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面積で示される消費者余剰は,近 似的に,通 常の需要曲線の下の第7図 の三

角形の面積で示 され ることになる。

さらに,個 人の消費者余剰を需要曲線

の下の三角形の面積で近似的に表示す る

ことにすれば,消 費者需要の理論で通常

仮定されているように消費の外部経済 ・

不経済が存在せず市場需要曲線が個人需

要曲線を単純に数量的に合計 して得 られ

るとい う想定のもとでは,市 場需要曲線

の下側の三角形の面積によって,こ の消

費財か ら消費者が全体と して うけとる消

費者余剰の合計が示 されることになる。

以上の展開では,

得と して 一括 して 取扱 ってきた。

ρ

β

P2

Pi

0

第7図

と くに 第6図 で あ き らか な よ うに,Xi以 外 の財 は,所

これ を さ らに 正 確 に 考 え よ うとす るな ら

ば,所 得 」を,x1を 除 い たす べ て の財 の組 合 せ の うちで,も っ と も高 い選

択 指標(・・効果")を もった もの に支 出す る。 す なわ ち,x1・ ・Oの 条 件 の も と

で の通 常 の 消費 者 選 択理論を考え,つ い で1を パ ラ メ トリッ クに 変化 させ

なが ら,xl・ ・Oを 条 件 に した 消 費 者 均 衡 の点 が,ど の よ うに 変 化 す るか を み

る,す な わ ち,条 件 付 き 「所 得 ・消 費 曲線」 を確定すれば よい。 これに よっ

て,xl-Oを 条 件 とす る消 費者 均 衡 の点 を媒 介に して,所 得1と(順 序)効

用 σ とが対 応 づ け られ る ことにな る。 したが って,第6図 で もタ テ軸 は1

と同時 に σ を示 す こ とに な る。

との ことか ら明 らか な ように,消 費者 余 剰 との 関係 で注 意 す べ き点は,タ

テ軸 に示 したJお よび ひ はv1・ ・Oの もとで の 最 適 解(・ 効用極大")か ら導

かれ た もので あ っ て,x1が 市 場 か ら姿 を 消 し,し たが って,従 来Xiに 支

出 して いたPlxlだ け の金額 を 別 な財 の購 入 に 振 り向け ることに なるか らと

い って,x1で 失 わ れ る消 費者 余剰 の一 部 が,他 財 に よ って補 填 され る,と

い うこ とは生 じな い,と い う事 実 で あ る。lb1.viを 他 財 の購 入 に振 り向け な け
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れば,所 得 は,1vま で 下が って しま うこ とに な る。ク、xlを他 財 の購 入 に 用 い

るか らこそ,所 得 も1に 戻 り,こ れ に 伴 って,効 用 も,そ れ に対 応 す る レベ

ル まで 復 帰 す る。 しか し,1'1の 分,あ るい は,crXは 失 われ た ま まで あ る。

これ を さ らに別な観点か らみ るとつ ぎの とお りであ る。一般 に用 い られ,

こ こで もそ れ に 従 って い る,個 別需 要 曲 線 はxi-D、(Pi,...,Pn,1)の 形 を

して い る,た だ しP2,…,P。,Jは 一 定値 を と って い る。 す なわ ちceteris

Paribmsの 内 容 は,他 財 の 消費 量 が 一 定 とい うこ とではな くて,価 格や 所 得

が 一定 とい うこ とで あ る。九 が変化す ると が も変化す るが,同 時 に,他 財

に 対 す る需 要 曲線 も,(粗)代 替 財 で あ るか 補 完 財 で あ るか に 従 って上 また

Xl
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(80)16
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P2

2

1020

(20)(40)
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50×2

(100)

oo
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=
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♂
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蜘』♂
＼
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1620 .X1

第8図
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は下に シフ トす るので,P2,…,2b,,が 一定 で も 〃2,…,が が 変 化 す る。xt=:O

の 背 後 に は,こ の よ うな変 化 が 含 まれ て しま っている。 具体的な 数値例 で

考えた ものが 第8図 で あ る。 無 差 別線 か らX1とX2に 対 す る需 要 曲 線 が

確定 され るが,X2に 対す る需 要 曲線D2は1-100,ρ 、=5を"与 件"と し

た もので あ り,Xiに 対 す る需 要 曲 線d'D、 はP,一=。 。(κ2-O)を,at'D、 は

P2・-2を"与 件"と した も ので あ る。D2お よびa'D、 の うえ で は(弾 力 性

の値 が1で な いか ぎ り)他 財 に対 す る均 衡 需 要 量 が 変化 している。x2が 市

場 に導 入 され る こ とに な る と,均 衡 点 はE、 か ら 瓦'に 移 り,消 費数量 は20

か ら16に 減 少す るけ れ ど も,消 費者 余 剰 は 斜 線部 の面 積20で 示 され,X2

に対 す る需 要 量 が 変 化 す る こ とを 別につけ加えて考 え ることは必要 がない。

6.以 上 のか た ちで 生産 物 に対 す る需 要 曲線 と供給 曲線の性格を まとめてお

けば,は じめ に提 起 した,独 占的 競 争 均 衡 の厚 生 分析 はず っと容 易であ る。

一般的 なかた ちで この問題を と りあげ る場合には
,結 局 は,optimumpro-

ductvarietyの 解 を 求め る こ とに な らざ るを得 ないが,こ こで の問 題 は,そ

うで は な くて,独 占的 競 争 均衡 の意 味 で の 「過 当競争」 がむ しろ望 ま しい場

合 もあ りうる,と い うことを指 摘 す る こ とだ け であ るか ら,こ の よ うな産 業

(ない し企業群)に つ い て,つ ぎの3つ の典 型的 な状 態 を考 え る こ とに したい。

㈲ 独 占的 競争均衡 を維持す る。

(B)価 格 統 制 な どに よ り 企 業 数 を へ ら して,残 存 企 業 の 生 産 物 に 対 して

P・-MCを 実 現 す る。

(C)価 格 統 制 と補 助 金 の利 用 に よって,企 業 数 を変 化 させず に,消 費者 が
くロの

支 払 う単 価 を 引 き下 げ てP-・MCを 実 現 す る。

⑳ この よ うな状 況 の もとでP=MCの 条件に固執す る必要は ないが,一 つ の典型

的 な政策 として と くにmarginalpricingpollcyと の関係で一 これ を と

りあげ るにす ぎない.た だ し,政 策上 問題に な るのは赤字補 填であ り,こ れ がな

か った場合に,特 定 の製 品(銘 柄)に つい て,は た してチ ェンパ リン的 な均 衡が

成立 す るか ど うか,こ の よ うな政策 が実施 され た場 合には全 く不 明確 にな って し

ま う,い いかえれば,ど んな製 品で も,ACを 考慮 す る ことな く,P==MCが 成

立す る数量 を生産 し,そ こで生ず る赤字 を請求す る,と い うことが可 能であ り,

したが って,(C)の 場 合 の企業数 が変 化 しない,と い う条件 は.問 題を考 えてゆ

くに 当 っての全 く仮 定的 な条 件にす ぎない,
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(38)

なお,第9図 は 第1図 とほ とん ど同 じもので あ る。 すでに見 た よ うに ⑧ に

よって 少・==MCを 実 現 した と して も,厚 生 の立場 か ら最 適 な状 態 が達 成 され

た とは いえない。 また,⑥ に よっ てP・=MCを 実 現 す るに 当 って は, .第9
'図で
,(a-P2)・g2が 必要 と され る補 助 金 の額 で あ る。 これ に対 して,そ こで

実 現 され る消 費者 余 剰 と生 産者余剰 の増加分は斜線 を付 した部分 の面積で示

され る。 すなわち,90ま で の数 量 に つ い て い うな らぽ,消 費者 は,独 占的

競 争 の状 況 で はP。 ・90の 金 額 を支 払 って い た の で あ るか ら,E2が 均 衡 点 に

な る新 しい条 件 の も とで も,q2の うち の91の 部 分 につ い て は,(P,)-P)・9・
(39)

をlump-sumtaxの か た ちで す い上 げ られ て も以前 とかわ らない。 さ らに,

㈱ この図はBishop[3]の ものであ る.

㈲ 現実 の問題 とすれ ば,当 該製 品 のす べて の消費者 だけ か ら,こ の分の1ump-sum
taxを 徴集す るこ とは因難で あろ う.と くに,の ちにのべ る ケー スに おいては,

単 に市場需 要 曲線 だけを判断 の基 準にす るため,た とえば,「 組 合費」 ない しは

「権利金」 の よ うな形で このlump-sumtaxを 集め る ことに した と して もJ個 人

別 の消費 者余剰 を基 準にす る必要 が生 じるので,厳 密に実施す る ことは不可 能で

あ る.(同 時に また,「 一物一価」 とせずに,個 人別 の評価に応 じて実質 的な差 別

価格 をつ け る ことに対 しては,「 公正」 とか 「平等 」 の原則 の点か ら批難 され る
こ ともあろ う一 もっと も,「 一物一価」 ない しは それ と同等 な 主張 こそ否定 さ

れ るべ きもので あ るとい う主張 も一方で は今 日実際 に存 在 してお り,と くに,そ

れ に よって不利益 を受け る側 で利 用 され てい る.)な お,こ の1ump-sumtaxか

ら生ず る所 得減少 に と もな う支出の再配分 の問題は無 視す る.
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それを企業に補助金 として支給すれば,供 給側 に お い て も90の 部 分 に つ い

て収 支 が 均衡 す る。 したが って,需 要 側 に と って も供 給側 に と って も,実 質

的 に な ん らの 変化 も生 じな い。 ところがg2-gOの 部 分 に つ い て は,P2で 供

給 され てい るた め,斜 線部 分 の 余 剰 が生ず る。 さ らに,g・ まで の 分 に つ い

て 消費 者 がlump。sumtaxと して支 払 うの は(a-P2)・g。 で あ って,結 局,

(P。一の ・g。だ け所 得 金額 が 増 加 す る こ とにな る。 また,92--90V=つ い て は,

lump-sumtaxと してす い上 げ られ る 金額 は(a--P2)・(g2-90)で あ る。 し

た が ってg2全 体 に つ い て い うな らぽ,こ の 財 の需 要 者 にlump-sumtaxを

か け,そ れ を補 助 金 と して利 用 す るか ぎ りに おいては,金 額 的 に プ ラス の項

目 とな る部 分 は

(Po-a)・9・+三 角 形E.E,・F

で あ るのに 対 して,マ イナ ス の項 目に な る部 分 は

(a-P2)・(9r9。)
ミ

であ る。 これ らの大小を 比較す ることに よって ⑥ の適否 が判定 され る こと

にな る。

す でに,消 費 者 余 剰 が実 は"all-or-n・thing"需 要 曲線 を 変 形 した もので あ

る こ とを みた。 したが って,あ る製 品 を消 費 す るた め に は そ の消費量 に応 じ

てlump-sumtaxを 支 払 わ な け れ ば な らな い,と い う条 件 の もとで は,ど

の 程 度 のlump-sumtaxま で な ら 支 払 うこ とに な るか を 示 す 最大金額 が消

費者余剰で示 され てい ることに なる。 この ことを 利用 して,op七imumpro-

ductvarietyの 問 題 に つ い て の ビジ ョ ップの分 析をその ままの形で のべ るこ

とがで き る。 す なわち,あ る製 品(銘 柄)が 市 場 か ら姿 を 消 す危 険 に さ らさ

れ た場合に,そ れ を 防 ぐた め に支 払 っ て も よい と消費者が考 えるlump-sum

taxの 最 大値 が,需 要 曲線 ♂ と価 格P2で 確 定 す る消 費者 余剰 の金 額,す

なわ ち三 角 形HE2P2の 面 積,で 示 され る。 これ に対 して,そ の製 品 の生 産

を 維 持 す るた め に 必要 とされ る 補助金 の 額 は 四角形aJE?P2,す な わ ち,

(a-P2)・92で あ る。 した が って両 者 を比 較 す ることは,三 角 形HaGと 三角

形GJE,の 面 積 を 比 較 す る こ とに な り,前 者 が 後者 よ りも大 きけ れ ば,こ の
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製 品 を 導 入 して,差 別 化 を進 め た 方 が 有 効 で あ り,逆 な らば,製 品 の種 類 を

減 少す る こ とが 妥 当 にな る。

さきの(B)の 政 策 の可 否 の 判 定 もまた 同様 に 消費者余剰 と必要な補助金 と

の比較 を行 なって行なわれ ることにな る。

ここでの分析では,第1図 をそ の ま ま利 用 して お り,第9図 に おけ る 曲線

Mお よびAは 第1図 に おけ るMCお よびACに 対 応 して い る。 これ は,

この産 業(企 業群)が 経 済 で 占め る割 合 が小 さ く,そ の変 化 が要 素価 格 の変 化

な どを通 じて外部効果を生 まない,と い う状 況 の も とで は 妥 当 で あ る し,ま

た,特 定 銘 柄 の価 格 だ け が 変 化 す る場 合(す なわちd上 の変化)の 分析 につ い

て も妥 当す る。 しか しなが ら,こ の産 業 の経 済 全 体 に 占め る割 合が大 きい場

合には,D上 の変 化(お よびDの シフ ト)を 考 え るに 当 っ ては,も はや 外部

効 果 を 無視 す る こ とが で きな くなる。その場合 には,第9図 のM曲 線 は,

3で 定 義 した 企 業 の供 給 曲線 とい う意味 でのMC曲 線 で は な く,4で 定義

した,要 素価 格 の 変動 を も考 慮 に 入 れ た限界費用曲線で あ る,と 解釈 して利

用 しな け れ ば な らな い。そ の場合に準地代 お よびその変化分 につ いて,ど の

よ うに 考 え るか が 重要 な役 割 を果たす ことにな る。第9図 で,こ の産 業 の生

産 量 が 一 企業 当 りでg、 か らg,に 増 加 す る場 合 に,他 産 業 に お い て 生 ず る

生 産 物 の減 少金額 はgg,・E2Fで あ るが,そ の 中に,他 産 業 に お い て発 生 す る

準 地 代 の変化(純 額 でいえばおそ らく減少す る)分 を含 め るのか 否 か が 問題 で あ

る。q、 か ら9Lへ の変 化 で示 され る生 産 の拡 大 のための 一'実質 費 用"(す なわ

ち.他 産業の生産縮少 とい う意味での機会費用)の 中 に,4の 定 義 に お い ては,他

産 業に それ ぞ れ 特 化 した 生 産 要素が受け とる 準地代を 含めないで 考えて き

た。 これ は,と くに 部 分 均衡 論 を 用い る分 析 においては,特 化 され た 生 産要

素 が受 け と る準 地代 は実質費用 の一 部 とはな らない とい うピグー的な考 え方
(40)

に 依 存 した か らで あ る。

㈲ とくに[9]に 引用 され てい る ピグーの主張 をみ よ.な お,こ の産業が,か な

り大 きい場合 には,第9図 には示 され ない他産 業に おいて も可変 的な生産要素 の

「準地 代」が変 化す る,と い うの け.第5図 の よ うに,こ の産業 の規模 の変化 は

直接に他産 業に波 及す るか らで あ る.同 様に して,一 般に,要 素 に対 す る需要 曲

線が シフ トして,他 産 業におけ る要素価格が 変化す る.
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この よ うな制約や仮定 に もかか わ らず,数 量 のmarginalな 変化 だけ で な く

none-or-some七hingの 変 化,お よび,課 税 と補 助 金 の政 策 を 導 入す れ ば,完

全 競争 理 論 との関 係 で のべ られ る 「厚生経済学 の基本定理」 の形式的な結論

だけに もとつ いた判断は必ず しも妥 当でな く,考 慮 すべ き問題 が残 ・され て い'
(4D

る こ と が 以 上 の 展 開 で 示 さ れ た こ と に な ろ う。

・(46.12.28)
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